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人事行政の運営等の状況について（平成２６年度） 

 

１ 職員の任免及び職員数に関する状況 

⑴ 職員の任免 

  イ 採用者 

区 分 
H26.4.1 

採用者数 

行政職 １０（０）人 

労務職 ― 

合 計 １０（０）人 

（注）（ ）内は採用者数のうち任期付職員数です。 

 

  ロ 退職者 

区 分 退職者数 

行政職 １１人 

労務職 ０人 

合 計 １１人 

（注）平成 26年 4月 1日から平成 27年 3月 31日までに退職した職員数です。 

 

⑵ 職員数 

   平成 26年 4月 1日現在の任命権者の条例定数及び職員数は次のとおりです。 

区  分 条例定数 職員数 

町長の事務部局の職員 ２５５人 １４６人 

議会の事務部局の職員 ４人 ３人 

教育委員会の事務部局の職員 ３６人 ２９人 

農業委員会の事務部局の職員 ３人 ２人 

公営企業の企業職員 １２人 ９人 

合  計 ３１０人 １８９人 

（注）１ 職員数は、毎年度総務省に報告する「地方公共団体定員管理調査」の数値（教育長を除く。）です。 

   ２ 公営企業の企業職員数は、水道事業と下水道事業の職員数を合算した数値です。 

 

２ 職員給与の状況 

⑴  人件費の状況（普通会計決算） 

区 分 
住民基本台帳人口 歳出額 実質収支 人件費 人件費率 （参考） 

（27．3.31現在） Ａ  Ｂ Ｂ／Ａ 25年度の人件費率 

26年度 人 千円 千円 千円  ％ ％ 

    12,750 25,111,494 4,701,434 1,490,088  5.9    2.9 
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⑵ 職員給与費の状況（普通会計決算） 

区 分 職員数 給   与   費 一人当たり 

 Ａ 給  料 職員手当 期末・勤勉手当 計 Ｂ 給与費 Ｂ／Ａ 

26年度 人 千円 千円 千円 千円 千円 

  169 560,207 242,428 198,060 1,000,695 5,921 

（注）１ 職員手当には退職手当を含まない。 

２ 職員数は、平成２６年４月１日現在の人数である。 

 

 (3) 特記事項 

給料等の抑制措置（２６年４月１日現在） 

区    分 抑  制  内  容 

町   長 給料の 15％削減 

副 町 長 給料の   5％削減 

教 育 長 給料の   5％削減 

 

 (4)ラスパイレス指数の状況（各年４月１日現在） 
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⑸ 職員の平均年齢、平均給料月額及び平均給与月額の状況（２６年４月１日現在） 

① 一般行政職 

区  分 平均年齢 平均給料月額 平均給与月額 平均給与月額 

        （国ベース） 

山元町 40.8歳 283,000 円 347,683 円 304,261 円 

宮城県 42.5歳 325,697 円 402,675 円 360,391 円 

国 43.5歳 335,000 円 ― 408,472 円 

類似団体 41.8歳 306,845 円 351,142 円 330,988 円 
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② 技能労務職 

区 分 

公務員 民間 参考 

平均年齢 職員数 平均給料月額 
平均給与月額

(A) 

平均給与月額

(国)ベース 

対応する

民間の 

類似職種 

平均年齢 
平均給与 

月額(B) 
A／B 

山元町 49.9歳 19人 256,300円 273,179円 266,421円 － － － － 

 
うち学校

給食員 
51.0歳 7人 261,400円 276,343円 275,643円 調理士 45.8歳 

232，400

円 
1.19 

 
うち 

用務員 
50.2歳 8人 251,800円 267,488円 260,175円 用務員 54.3歳 

199,300

円 
1.34 

 
うち 

その他 
48.3歳 4人 256,500円 278,925円 262,625円 － － －  

宮城県 51.0歳 216人 334,856円 379,231円 359,866円 － － － － 

国 50.1歳 
3,119

人 
287,992円 － 326,611円     

類似団体 51.2歳 6人 282,123円 298,281円 291,334円     

 

区 分 

参 考 

年収ベース（試算値）の比較 

公務員(C) 民間(D) C／D 

山元町 － － － 

 うち学校給食員 4,398,316 円 3,115,100 円 1.41 

 うち用務員 4,209,656 円 2,747,000 円 1.53 

 うちその他 4,399,375 円 － － 

（注）１ 民間データは、賃金構造基本統計調査において公表されているデータを使用している。（平成 23～25年の3ヶ年平均） 

２ 技能労務職の職種と民間の職種等の比較にあたり、年齢、業務内容、雇用形態等の点において完全に一致しているものではない。 

３ 年収ベースの「公務員(C)」及び「民間(D)」のデータは、それぞれ平均給与月額を 12倍したものに、公務員においては前年度に支給 

された期末・勤勉手当、民間においては前年に支給された年間賞与の額を加えた試算値である。 

 

⑹ 職員の初任給の状況（２６年４月１日現在） 

区     分 山元町 宮城県 国 

一般行政職 大 学 卒 172,200 円 178,800 円 172,200 円 

  高 校 卒 140,100 円 144,500 円 140,100 円 

技能労務職 高 校 卒 137,200 円 141,900 円 －  円 

  中 学 卒 121,600 円 125,400 円 －   円 
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⑺ 職員の経験年数別・学歴別平均給料月額の状況（２６年４月１日現在） 

区    分 経験年数１０年 経験年数２０年 経験年数３０年 

一般行政職 大 学 卒 232,300 円 －  円  －   円 

  高 校 卒 － 円 295,500 円   320,300 円 

技能労務職 高 校 卒 －   円 －   円 －   円 

  中 学 卒 －   円 256,500 円  －   円 

 

 

⑻ 一般行政職の級別職員数の状況（２６年４月１日現在） 

区 分 標準的な職務内容 職員数 構成比 

６ 級 
総務課長、課長、所長、局長、館長、

理事 
13人 11.0％ 

５ 級 課長、所長、局長、館長、参事 10人 8.5％ 

４ 級 班長、副参事 15人 12.7％ 

３ 級 班長、主幹、主査 33人 28.0％ 

２ 級 主事、技師 21人 17.8％ 

１ 級 主事、技師 26人 22.0％ 

（注）１ 山元町の給与条例に基づく給料表の級区分による職員数である。 

２ 標準的な職務内容とは、それぞれの級に該当する代表的な職務である。 
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⑼ 期末手当・勤勉手当 

山元町 宮城県 国 

１人当たり平均支給額（26年度） 

1,162 千円 

１人当たり平均支給額（26年度） 

1,645 千円 

― 

（26年度支給割合） 

期末手当    勤勉手当 

2.60 月分   1.50 月分 

（1.45）月分   (0.65）月分 

（26年度支給割合） 

期末手当    勤勉手当 

2.60 月分   1.40 月分 

（1.45）月分   (0.65）月分 

（26年度支給割合） 

期末手当    勤勉手当 

2.60 月分   1.50 月分 

（1.45）月分   (0.65）月分 

（加算措置の状況） 

職制上の段階、職務の級等による加算措置 

・役職加算   ５％～１５％ 

 

（加算措置の状況） 

職制上の段階、職務の級等による加算措置 

・役職加算   ５％～２０％ 

・管理職加算 １５％～２５％ 

（加算措置の状況） 

職制上の段階、職務の級等による加算措置 

・役職加算   ５％～２０％ 

・管理職加算 １０％～２５％ 

（注） (  )内は、再任用職員に係る支給割合である。 

 

⑽ 退職手当（２６年４月１日現在） 

山元町 宮城県 

（支給率）    自己都合   勧奨・定年 

勤続２０年    21.62月分 27.025月分 

勤続２５年    30.82月分  36.57月分 

勤続３５年    43.70月分  52.44月分 

最高限度額    52.44月分  52.44月分 

その他の加算措置 定年前早期退職者特例措置 

（２％～２０％加算） 

１人当たり平均支給額  5,383千円  22,206千円 

（支給率）    自己都合 勧奨・定年 

勤続２０年    21.62月分 27.025月分 

勤続２５年    30.82月分  36.57月分 

勤続３５年    43.70月分  52.44月分 

最高限度額    52.44月分  52.44月分 

その他の加算措置 定年前早期退職者特例措置 

（２％～２０％加算） 

１人当たり平均支給額  1,557千円  22,371千円 

（注）退職手当の１人当たり平均支給額は、25年度に退職した職員に支給された平均額である。 

 

 

⑾ 地域手当（２６年４月１日現在） 

支給実績（２６年度決算） 150 千円 

支給職員１人当たり平均支給年額（２６年度決算） 150,444  円 

支給対象地域 支給率 支給対象職員数 国の制度（支給率） 

東京都（特別区） 18 ％ 0  人 18 ％ 

仙台市 6  ％ 1 人 6  ％ 

名取市、多賀城市、利府町、富谷町 3  ％ 0 人 3  ％ 
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⑿ 特殊勤務手当（２６年４月１日現在） 

支給実績（２６年度決算） 41 千円 

支給職員１人当たり平均支給年額（２６年度決算） 5,125   円 

職員全体に占める手当支給職員の割合（２６年度） 4.2   ％ 

手当の種類（手当数） 4 

手当の名称 主な支給対象職員 主な支給対象業務 
左記職員に対する

支給単価 

防疫業務手当 感染症等が発生した場合作業に従事する職員 日額   500円 

不快業務手当 行旅死病人取扱従事職員（死人） １件 2,000円 

用地交渉業務手当 用地交渉業務従事職員 日額   500円 

滞納処分業務手当 町税の滞納処分業務従事職員 日額   500円 

 

 

⒀ 時間外勤務手当 

支給実績（２６年度決算） 61,928 千円 

職員１人当たり平均支給年額（２６年度決算） 366 千円 

支給実績（２５年度決算） 53,936 千円 

職員１人当たり平均支給年額（２５年度決算） 331 千円 

  （注）選挙及び災害に係る手当は含みません。 

 

⒁ その他の手当（２６年４月１日現在） 

手当名 内容及び支給単価 
国の制度 

との異同 

国の制度 

と異なる 

内容 

支給実績 

(２６年度決算) 

支給職員１人当た 

り平均支給年額 

（２６年度決算） 

扶
養
手
当 

１ 配偶者 13,000円 

２ 配偶者以外の扶養親族 

ア １人目 

配偶者がいる場合  6,500円 

配偶者がない場合  11,000円 

イ ２人目以降は、配偶者の有無にかかわらず１人

につき 6,500円加算 

※ 扶養親族である子のうち満 16歳の年度始から満

22歳の年度末までの子１人につき 5,000円加算 

同じ   18,739 千円 208,211 円 

住
居
手
当 

借家・借間に居住している職員 

１ 月額 23,000円以下の家賃を支払っている職員 

  家賃－12,000円 

２ 月額 23,000円を超える家賃を支払っている職員 

  11,000円＋（家賃－23,000円）÷2で、27,000円

を限度 

同じ   8,960 千円 256,000 円 
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通
勤
手
当 

１ 交通機関等の利用者 

 定期券又は回数券の価額（最も経済的かつ合理的な

もの）で、1箇月当たりの運賃等相当額は 55,000円を

限度に支給 

２ 自動車等の使用者 

 使用距離（片道）により 2,000円から 31,600円 

同じ   28,932 千円 118,091 円 

管
理
職
手
当 

管理・監督の地位にある職員に支給される手当 

職名により 38,800円から 59,200円 
異なる 

左記 

最高額 

139,300

円 

13,853 千円 554,120 円 

  *上記金額は応援派遣職員の分も含む。 

 

⒂ 特別職の報酬等の状況（２６年４月１日現在） 

（注）１ 給料及び報酬の（ ）内は、減額措置を行う前の金額である。 

２ 退職手当の「１期の手当額」は、４月１日現在の給料月額及び支給率に基づき、１期（４年＝４８月）勤め

た場合における退職手当の見込額である。 

 

 

区   分 給   料   月   額   等 

給 

 

 

料 

町   長 

 

副 町 長 

 

715,700円 

（842,000円） 

605,150円 

（637,000円） 

（参考）類似団体における最高／最低額 

855,000円／507,500円 

 

680,000円／404,600円 

報 

 

 

酬 

議   長 

 

副 議 長 

 

議   員 

310,000円 

 

260,000円 

 

250,000円 

408,000円／218,000円 

 

340,000円／174,000円 

 

320,000円／155,000円 

期 

末 

手 

当 

町   長 

副 町 長 

  （２６年度支給割合） 

3.10 月分 

議   長 

副 議 長 

議   員 

  （２６年度支給割合） 

2.95 月分 

退 

職 

手 

当 

 

町   長 

副 町 長 

（算定方式）           （１期の手当額） （支給時期） 

給料月額×在職月数×44／100     17,783,040円    任期毎 

給料月額×在職月数×26／100     7,949,760円    任期毎 

備   考  



8 

３ 職員の勤務時間その他の勤務条件の状況 

⑴ 勤務時間 

   7.75時間／日（休憩時間を除き、４週間を超えない期間につき１週間当たり 38.75時間） 

正規の勤務時間 開始時刻 終了時刻 休憩時間 

1週間当たり 38時間 45分 8時 30分 17時 15分 12時 00分～13時 00分 

（注）勤務場所によっては、これと違った勤務体制をとっている場合があります。 

 

⑵ 休暇 

 イ 年次有給休暇 

    職員には、原則として１年当たり２０日の年次有給休暇が付与され、２０日を限度に翌年に繰

り越すことができます。 

平成 26年 1人当たり平均取得日数 ８．５日 

取得率（総取得日数／総付与日数） ２４．３％ 

（注）全職員の平均です。 

 

  ロ 病気休暇 

    職員が負傷又は疾病のため、療養する必要があるときは、療養のため休暇を取得することがで

きます。 

取得人数（延べ人数） ３９人 

（注）平成 26年度に連続７日以上の病気休暇を取得した職員数（延べ人数）です。 

 

 ハ 特別休暇 

    結婚、出産、子の看護など一定の要件に該当するときは、特別休暇を取得することができます。 

休暇の種類 休暇の内容 取得人数 取得日数 

結婚休暇 結婚する場合（７日以内） ４人 ２４日 

出産休暇 出産予定日前６週間、産後８週間 ７人 ６２９日 

忌引休暇 死亡者の区分に応じ１日～１０日 ５７人 １０９日 

夏季休暇 ７月～９月の期間内に３日 ２６６人 ２．９日 

（注）上記は特別休暇の主なものであり、取得人数は延べ人数で、応援派遣職員を含み、夏季休暇についての取得日数は一人あたり

の平均日数としています。 

⑶ 育児休業 

   育児休業制度は、３歳に満たない子を養育するため、当該子が３歳に達する日まで職員が申出た

期間取得することができます。なお、育児休業により勤務しない期間は無給となり、期末勤勉手当

については、勤務しない期間に応じて減額されます。 

 

 

 

 

 

 

区  分 育児休業取得者数 

男性職員 ０人 

女性職員 ６人 

合  計 ６人 
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４ 職員の分限及び懲戒処分の状況 

 イ 分限処分 

   分限処分とは、勤務実績不良の場合や、心身の故障の場合、又はその職に必要な適格性を欠く場

合等において、公務能率の維持並びに適正な行政運営の確保を図るために行われる処分です。 

処分事由 降任 免職 休職 降給 合計 

勤務実績が良くない場合  

 

 

       な  し 

心身の故障の場合 

職に必要な適格性を欠く場合 

職制、定数の改廃、予算の減少によ

り廃職、過員を生じた場合 

刑事事件に関し起訴された場合 

条例で定める事由による場合 

（注）同一の者が複数回にわたって分限処分に付された場合は、その数を重複して計上しています。 

 

 ロ 懲戒処分 

   懲戒処分とは、法令に違反した場合、職務上の義務に違反し、若しくは職務を怠った場合又は全

体の奉仕者たるにふさわしくない非行があった場合において、職場の秩序を維持し、回復を図るた

めに行われる処分です。 

処分事由 戒告 減給 停職 免職 合計 

法令に違反した場合 ３人  １人  ４人 

職務上の義務に違反し又は職務を

怠った場合 
     

全体の奉仕者たるにふさわしくな

い非行のあった場合 
     

 

５ 職員の服務の状況 

  地方公務員法第３０条では、服務の根本基準として、「すべての職員は、全体の奉仕者として公共

の利益のために勤務し、且つ、職務の遂行に当っては、全力を挙げてこれに専念しなければならない」

とされており、下記の義務や制限が定められています。 

服務の具体的内容 法の規定 

服務の宣誓 法第３１条 

法令及び上司の命令に従う義務 法第３２条 

信用失墜行為の禁止 法第３３条 

秘密を守る義務 法第３４条 

職務に専念する義務 法第３５条 

政治的行為の制限 法第３６条 

争議行為等の禁止 法第３７条 

営利企業等の従事制限 法第３８条 
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６ 職員の研修及び勤務評定の状況 

⑴ 職員研修の実施状況 

研修区分 受講者数 

一般研修 

（階層別研修） 

新規採用職員研修（町村会主催含む） １４人 

一般職員研修Ⅰ（採用後３年～７年） １人 

一般職員研修Ⅱ（採用後８年～１２年） ３人 

監督者研修Ⅰ（新任主査） ７人 

監督者研修Ⅱ（主査昇任５年程度） ７人 

管理者研修Ⅰ（班長級の職員） ６人 

管理者研修Ⅱ（新任課長） ０人 

管理者研修Ⅲ（現任課長） ４人 

実務研修 技能労務職員研修 ２人 

 

⑵ 勤務成績の評定の状況 

   分限・懲戒処分者については、勤務成績を確認し昇給時期を判断しています。 

 

７ 職員の福祉及び利益の保護の状況 

⑴ 健康診断の状況 

項  目 受診者数 

定期健康診断 ２１５人 

人間ドック ５４人 

脳ドック １９人 

婦人科検診 １５人 

（注）受診者は応援派遣職員を含み、検診結果に応じて事後指導を実施 

 

⑵  職員の利益の保護 

区   分 件  数 

職員の勤務条件に関する措置要求の状況 ０件 

職員に対する不利益処分に関する不服申し立ての状況 ０件 

 


